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表　遵守事項として定めた内容
作物 指定病害虫名 農業者が遵守すべき事項
水稲 スクミ

リンゴガイ
（未発生ほ場）
○目的の如何に関わらずほ場に持ち込まない。
（発生ほ場）
【必須事項】※生産方式問わず全て実施
○目的の如何に関わらずほ場に持ち込まな
い。
○水路を介した侵入及びまん延を防止する
ため、取水口や排水口に網を設置する。
○未発生ほ場への土壌を介した侵入を防止
するため、発生ほ場で使用した農機具につ
いては、 付着した泥を洗浄してから未発生
ほ場で使用する。
○ほ場及び水路で成貝及び卵塊を捕殺・殺
卵する。
○適期に使用可能な薬剤を施用する。
○収穫後（可能な限り気温が低い時期） に
土壌を細かく砕くように耕うんし、 スクミ
リンゴガイを物理的に破壊する。
【選択事項】※生産方式・発生状況に応じ
て可能な限り実施
○移植前又は収穫後に石灰窒素を施用する。
○食害を受けにくい４葉期以上の中苗～成
苗を移植する。
○発生ほ場が限定される場合は、 スクミリ
ンゴガイが隣接の未発生ほ場に移動しない
よう、 ほ場周縁部に地際部から50cm程度の
高さの網を設置する。
○スクミリンゴガイの行動を抑制するため
に、 苗の移植後３週間(食害を受けにくい５
葉期) まで、水深４cm以下の浅水管理を実
施する。
○水路の泥上げや除草を地域全体で行う。
○畑作へ転換する。
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　本県では、改正植物防疫法に基づき、総合防除（IPM）
を推進するため、令和６年３月に「新潟県総合防除計画」
を策定したところです。
　近年、温暖化等の影響により、スクミリンゴガイ（ジャ
ンボタニシ）の生息地域が隣県まで北上しており、繁殖力
が高い本種が一度でも本県に侵入・まん延すると、根絶は
難しく、本県の稲作に多大な影響をもたらすおそれがあり
ます。
　このため、同年11月、すべての農業者に取り組んでいた
だきたいこととして、総合防除計画に「遵守事項」を規定
しました。

２　遵守事項とは
　総合防除計画に遵守事項を定めた場合において、農業者
が植物防疫法第24条の２、３に規定する「指導・助言→勧
告→命令」に従わない（遵守事項に定めた防除を正当な理
由なく実施せず、まん延して農作物に重大な損害を与える
おそれがある）場合は、同法第44条に基づき30万円以下の
過料を科すものになります。

３　遵守事項として定めた防除内容（表を参照）
　第一に、「目的の如何に関わらずほ場に持ち込まない」
ことです。これは、未発生ほ場及び発生ほ場共通事項とな
ります。スクミリンゴガイが未発生地域に侵入する要因は、
除草を目的とした放飼や農機具に付着した泥の中に混じっ
て持ち込まれるなど、人為的なものがほとんどです。本種
が定着すると、食害や更なるまん延を防ぐために、これま
で不要であった防除が必要となるなど、稲作経営への影響
が懸念されます。いかなる理由があろうと、絶対に持ち込
んではいけません。
　万が一、本種がほ場で確認された場合は、発生ほ場にお
ける対策として、有機栽培など生産方式を問わず必ず実施
しなければならない「必須事項」、生産方式・発生状況に
応じて可能な限り実施する「選択事項」を基に防除を実施
します。これらの防除を適正に実施することで、本種によ
る食害や他ほ場への更なるまん延を抑制することができま
す。

４　疑わしい貝や卵塊を見つけたら
　まずは慌てず、ほ場外に流出しないよう、取水口や排水

口に網を設置するなどの対策を講じた上で、最寄りの地域
振興局（農業普及指導センター）または病害虫防除所へご
相談ください。

５　おわりに
　気候変動や人・モノの移動の増加に伴い、有害動植物の
侵入・まん延リスクが高まっています。今後も、有害動植
物の発生動向やまん延等による本県農業への影響を踏まえ
ながら、必要に応じて本計画の変更を検討してまいります。

注１）�総合防除計画の策定については「にいがた植防だよ
り第169号ｐ１」参照。

注２）�スクミリンゴガイの分布・被害状況は「にいがた植
防だより第170号ｐ２」参照。

� （新潟県農産園芸課　細金　俊明）

新潟県総合防除計画への
「遵守事項」規定について
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図３　落葉したIYSV重症株

図４　�IYSV発病株（親株）並びに親株か
らの養成球及び再養成球の発病株率

（「プレミアムブロンド」は発病率82.7％
のほ場から無作為に580球採取）

図１　葉の病徴とIYSV検出率 図２　花蕾の病徴

③退緑部周辺
　　 　0%
②退緑部 
　 　100%

①えそ斑紋内
　　　25%

セイヨウナシ褐色斑点病に負けない産地づくりを目指して
　令和６年は、新潟県のブランド西洋梨「ル　レクチエ」に
大きな被害を与えるセイヨウナシ褐色斑点病が多発しました。
多発要因は越冬伝染源の増加と５月の強風などが考えられま
す。平成27年の多発後は、耕種的防除に重点をおくことで、
生産はV字回復しました。
　あれから10年。産地では再び耕種的防除の徹底を柱に対策
を進めます。一方新たな取組として、感染好適条件が成立す
る気象要因等を明らかにしつつ、防除タイミングの判断を可
能とする情報提供体制を構築することとしています。
　また、生産者アンケートでは落葉処分の方法や程度、月別
の薬剤散布量、散布方法などに関する改善点も明らかとなっ
たことから、より総合防除圧を高める管理手法を再点検し、
対策マニュアルのブラッシュアップを図ります。
　関係機関・団体が一丸となって産地をバックアップし、褐
色斑点病に負けない産地づくりを目指していきます。

（経営普及課農業革新支援担当　加藤　文洋）

植防一口メモ

ユリにおけるアイリス黄斑ウイルス（IYSV）症状の特徴と対策

１　はじめに
　新潟県内のユリ栽培では2015年頃からユリ類葉枯病に類
似した葉の褐色斑紋病斑が度々発生し問題となっていまし
た。発生当初は葉枯病と考えられていましたが、園芸研究
センターでは2019年にこの症状はネギアザミウマが媒介す
るアイリス黄斑ウイルス（Iris yellow spot virus (IYSV））
によるウイルス病（病名なし）であることを確認しました
（令和元年度特殊報）。また2023年にはIYSVがユリで球根
伝染するリスクは極めて低いことを確認しました。ここで
は、これまでに明らかになった本病の知見についてご紹介
します。

２　ユリにおけるIYSV症状の特徴
　葉及び花蕾に、初め淡緑色でのちに褐色～暗褐色となる
えそ斑紋病斑を示します（図１、図２）。重症株は落葉し、
切り花品質が著しく低下します（図３）。IYSV感染葉をイ
ムノクロマト法及びRT-PCR法により検定すると、病斑部
周囲の退緑部位（図１②）から高率にIYSVが検出されま
した。退緑部位周囲の健全部（図１③）からは検出されず、
えそ斑紋内部（図１①）からの検出率は低い結果となりま
した。葉では病勢が進展すると退緑部位がえそすることか
ら、IYSVは近接する他の組織に移行することなく病斑部
に局在している可能性が高いと考えられました。

３　ユリにおける球根伝染性
　IYSV発病株から球根を養成し、得られた新生球根を定
植してその株が発病するか調査しました。調査した２品種
での発病はほとんど認められず、球根への伝染は認められ
ないか又は極めて低いことが判明しました（図４）。品種
「プレミアムブロンド」では0.5％で発病を認めましたが、
露地試験であったため、球根が感染していたのか、定植後
に隣接ほ場から飛来したネギアザミウマにより感染したの
かは不明でした。なお、発病した0.5％についても再養成
した球根からの株は発病しませんでした。

４　IYSV対策の基本的考え方
　IYSVの宿主範囲は極めて広く（17科40種以上の植物で
感染）、県内ではネギやトルコギキョウでの加害も認めら

れています。こうした加害作物やほ場内外の雑草もネギア
ザミウマを介してユリへの感染源となり得るので、それら
も考慮した適正な防除や除草が必要です。特にユリ切り花
では発病すると経済的損失が大きいため、ネギアザミウマ
の薬剤防除に加え、侵入防止対策としてハウス開口部に 
0.8 ㎜目合以下の防虫ネット設置が効果的です。

５　おわりに
　通常、ユリに感染するウイルス（LMoV、CMV、LSV
等）は球根伝染するのでユリ球根養成ではウイルスを発見
次第、抜き取ります。しかしIYSVは球根伝染のリスクが
極めて低いため、費用対効果の面から球根養成での抜き取
りは不要であると考えられます。園芸研究センターでは、
今後も県内で問題となる園芸病害虫について、発生要因解
明と防除技術の開発に努め、園芸生産の安定化に貢献して
まいります。
� （園芸研究センター　宮嶋　一郎）
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み ち く さ

紫斑粒 紫斑病の病徴がみられるダイズ子葉

ご飯のお供
　ニュースを見ていましたら漬物の位置づけが大きく変化
しているとの報道がありました
　漬物は今年６月よりHＡＣＣＰ対応が必須となり販売も
許可制となったようです。
　お土産として道の駅や直売所で気軽に購入できましたが、
個人での出品者は大きく減少しているようです。普段の食
卓にも漬物があがる機会は若い世代ほど少ないようです。
　（振り返ると実家にいる頃は必ず食卓にあったような記
憶があります）
　日本には全国それぞれの地域に根差した漬物文化が沢山
あり、旅先を思い出す味の記憶にもなっていたと思います。
　個人の作った漬物が買えなくなるのはさみしいですが、
これも時代の変化だと感じます
　10年後のご飯のお供は何になっているでしょうね。
� （北越農事株式会社　黒滝　貴美）

１　ダイズ紫斑病について
　ダイズ紫斑病は学名をCercospora Kikuchi（(Matsumoto 
et Tomoyasu）Gardnerと言い、不完全菌類に属する糸状
菌です。一般的な病徴は子実のへそを中心に紫色の斑紋を
生じ、著しい場合は子実の表面全体が紫色になります。発
病は発芽直後から収穫期まで長く、発病部位は葉、茎、莢、
子実に見られ、子葉や胚軸では赤褐色雲紋状の斑点が見ら
れます。葉では中助や支脈に沿って紫褐色の小斑点が生じ
ます。茎、葉柄には紡錘形のような病斑が生じます。莢に
は最初円形または不正形の直径2mm程度の紫褐色から紫
黒色の斑点が生じ、だんだん拡大していきます。紫斑病菌
の菌糸は子実に寄生していて、播種されたダイズの発芽と
ともに子葉を侵し、病斑上には多数の分生胞子が形成され
これらが第二次伝染源となります。この発病した子葉は落
葉しても長期間胞子を飛散させます。発芽～第一複葉期の
感染、発病が多く夏期の暑い時期には一時発病が中断しま
すが、９月になると下位葉に再び病斑が見られるようにな
り、さらに子実へと伝染します。

てしまう事から、以後の使用が難しくなります。このため
新潟県ではQoI剤耐性菌が発生した場合、速やかに代替剤
へ切り替えられるようにQoI剤以外の剤の効果を確認して
います。

３　検討している剤について
　現在、ダイズ紫斑病対象剤としてQoI剤以外ではDMI剤、
MBC剤、N-フェニルカーバメート剤、有機銅剤等があり
表１にその例を示します。現在これらの剤を含め様々な剤
の検討を行っています。また、近年の温暖化の影響のため
葉焼病の発病が増加しています。紫斑病剤の効果確認を行
う際に葉焼病の登録がある剤については同病への効果確認
も行い、紫斑病と葉焼病の同時防除が可能かどうかについ
ても検討を行っています。今後効果の確認を複数年行いデ
ータの蓄積を進めると共に、散布のタイミングや散布回数
の検討も行い、各剤にあった効果的な防除体系の確立を目
指しています。

ダイズ紫斑病QoI剤耐性菌への対応について

２　新潟県におけるダイズ紫斑病の防除について
　新潟県におけるダイズ紫斑病の防除は種子処理剤による
種子の防除と開花後の茎葉散布剤による圃場での防除が基
本となっています。茎葉散布剤による防除を行う場合、
QoI剤を使用する場合は１回、他の剤を使用する場合は２
回散布を基本としています。１回散布の場合は開花４週間
後頃に散布します。但し、「里のほほえみ」でQoI剤を使
用する場合に限り散布時期を開花期５週間後まで延長でき
ます。２回防除の場合は開花期３週間後頃と４週間後頃、
又は開花期４週間後頃と５週間後頃に散布します。
　現在、県内で主に使用される薬剤はQoI剤が中心となっ
ています。QoI剤の防除効果は高いのですがその一方で耐
性菌が発生しやすいと言われています。現在のところ本県
を含む北陸地方では確認されていませんが、青森県、秋田
県、宮城県など東北地方ではすでに確認されていて、関東
地方でも茨城県で確認されている状況です。本県ではまだ
確認されていませんが他県で既に確認されている状況と県
内で使用されている薬剤を鑑みると、近い将来、本県でも
QoI剤耐性菌が発生する可能性は低くないものと考えられ
ます。耐性菌は一度発生してしまうと薬剤の効果が低下し

� （作物研究センター　宮野　法近）

表１

化学グループ名 主な薬剤名
耐性菌
発生の
リスク

無人航
空機散
布登録

QoI アミスター20フロアブル 高 有
DMI プランダム乳剤25 中 有
MBC,N-フェニルカー
バメート

ニマイバー水和剤、ゲッタ
ー水和剤 高 有

MBC トップジンMゾル 高 有
ジチオカーバメート類
及び類縁体 ジマンダイセン水和剤 低 有

4-キノリル酢酸 トライフロアブル 中？ 有
ピリダクロメチル フセキフロアブル ？ 有
無機化合物（銅） Zボルドー 低 無
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　病害虫防除所では普通作物、園芸作物（果樹・野菜）の
病害虫発生実態調査を行っています。令和６年度の主要病
害虫及び特徴的な発生のあった病害虫の発生概況を紹介し
ます。

１　水稲の病害虫
（１）いもち病
　葉いもちの初確認は６月24日で平年比３日早く、葉いも
ちの発生量は平年比やや少でした。穂いもちの初確認は８
月７日で平年比４日遅く、穂いもちの発生量は平年比少で
した。
（２）紋枯病
　初確認は７月４日で平年並でした。８月上旬以降、確認
地点が増加しましたが発生量は平年並でした。
（３）斑点米カメムシ類
　県内の主要加害種は、アカヒゲホソミドリカスミカメ
（アカヒゲ）、アカスジカスミカメ（アカスジ）です。斑
点米の発生と相関が認められる６月下旬～７月下旬の畦畔
における確認虫数は、アカヒゲが平年比やや少、アカスジ
が平年並～やや多でした。割籾の発生率は平年並でした。
　一部の地域でクモヘリカメムシ（クモヘリ）、ホソハリ
カメムシ（ホソハリ）の発生が確認され、確認虫数はクモ
ヘリが平年比やや多、ホソハリが平年比やや多～多でした。
　７月10日注意報を発出し、注意喚起を行いました。斑点
米の混入が主要因の検査等級格落ち率は、平年よりも高く
なりました。
（４）その他の病害虫
　育苗期の病害の発生量は、苗立枯細菌病が平年比やや多
かった以外はいずれも平年比やや少～並でした。
　ごま葉枯病は平年比16日遅い７月22日に初確認され、９
月上旬にはほぼ全域で少発生～中発生が確認されましたが、
発生量は平年比少でした。
　稲こうじ病は各地で稀発生が確認され、発生量は平年比
やや少でした。
　墨黒穂病は８月22日に初確認され、８月下旬～９月上旬
に新潟・中越・上越地域で稀～甚発生が確認されました。
発生量は平年比多でした。
　ツマグロヨコバイは水田内すくい取り虫数が７月後半に
多となった他はやや少～並でした。
　ニカメイチュウの被害は、第１世代、第２世代とも平年
並でした。
　セジロウンカは、初確認が６月24日で平年比４日早く、
飛来は広範囲に低密度であったとみられました。発生量は
平年比やや多でした。
　コブノメイガの佐渡市のフェロモントラップでの初誘殺
は７月７日で平年比やや遅くなりました。８月上旬に中
越・魚沼地域で少発生が確認され、県全体の発生量は平年
並でした。
２　大麦の病害虫
　赤かび病の発生は、調査ほでは未確認でした。下越・新
潟・中越地域一般ほ場の一部で稀発生が確認され、発生量
は平年並でした。
３　大豆の病害虫
　葉焼病は８月上旬に各地で少発生が確認され、発生量は
平年比やや多でした。
　ウコンノメイガは７月下旬に中越・上越地域で稀～少発
生が確認されました。８月上旬以降は全地域で被害が確認
されました。発生量は平年比少でした。
　食葉性鱗翅目幼虫の発生量は平年並、吸実性カメムシ類
の発生量は平年比多でした。
４　果樹の病害虫
（１）なしの病害虫
　黒斑病の発生量は平年並でした。
　黒星病は４月下旬に三条市で花葉そう基部に少発生が確
認されました。新梢葉での発病は５月上旬に三条市で少発
生が確認されました。発病果は平年並でした。

　セイヨウナシ褐色斑点病は４月下旬に新潟市南区で花葉
そうの発病を確認しました。８月下旬以降に発病葉が急増
し、平成27年の多発年と同様に一部の園地では激しい落葉
がみられました。発生量は平年比多でした。
　ナシヒメシンクイのフェロモントラップでの誘殺数は平
年比多～やや多でした。果実被害は平年比やや多となりま
した。
（２）ももの病害虫
　せん孔細菌病は、５月上旬に各地で春型枝病斑発病枝が
認められ、発病葉は５月上旬、発病果は６月下旬から確認
されました。発生量は平年並でした。
　ナシヒメシンクイのフェロモントラップ総誘殺数は平年
比多く、新梢被害は５月下旬に三条・加茂市で確認され８
月上旬から増加し、９月上旬には過去10年と比較して最も
多い発生となりました。新梢被害の発生量、被害果の発生
量とも平年比多でした。
（３）ぶどうの病害虫
　べと病は７月下旬に新潟市南区で確認され、病勢進展は
緩慢で10月上旬に最多発生となりました。発生時期が平年
並、発生量は平年比少となりました。
　さび病、黒とう病の発生量は平年比やや少でした。
　晩腐病の発生量は平年並、灰色かび病の発生量は平年比
多でした。
（４）かきの病害虫
　かきの円星落葉病は10月上旬に佐渡市で稀～少発生を確
認しました。発生量は平年並でした。
（５）果樹カメムシ類
　フェロモントラップでの越冬世代成虫誘殺盛期は５月第
２半旬で平年比早くなりました。予察灯での累積誘殺数は
クサギカメムシで平年比やや多～並、チャバネアオカメム
シで平年比やや少～並、ツヤアオカメムシで平年比多でし
た。８月１日に注意報を発表し、注意喚起を行いました。
被害果は平年比多でした。
５　野菜の病害虫
（１）冬春トマトの病害虫
　灰色かび病は、葉の発病が４月上旬に新潟市で認められ、
その後は平年比やや少で推移しましたが６月上旬はやや多
となりました。果実発病は４月下旬に初確認され、その後
は増加して６月上旬やや多となりました。全体の発生量は
平年比やや少となりました。
　うどんこ病、葉かび病の発生量は平年比やや少。アザミ
ウマ類の発生量は平年比やや少でした。
（２）夏秋きゅうりの病害虫
　べと病の発生量は平年比やや少、うどんこ病は平年比や
や少、褐斑病は平年並でした。アザミウマ類の発生量は平
年比やや少でした。
（３）秋冬ねぎの病害虫
　べと病の発生量は平年比やや少でした。
　ネギハモグリバエは７月上旬に胎内市、新発田市で少発
生が認められました。最多発生の時期は８月上旬で、発生
量は平年比少でした。
　シロイチモジヨトウはフェロモントラップへの誘殺数が
６月中旬から平年比多で特に９月中旬から多くなりました。
被害は８月上旬に村上市で初確認が見られました。被害の
発生量は平年並となりました。
（４）野菜害虫
　ハスモンヨトウはフェロモントラップへの誘殺が５月下
旬から認められました。誘殺数は６月中旬～７月中旬は平
年比やや多～多で推移し、８月下旬以降はさらに増加して
各地とも平年の数倍の誘殺がありました。被害の発生量は
平年並でした。
　オオタバコガはフェロモントラップへの誘殺数が５月中
旬から急増し、12地点中５地点で平年比多、４地点でやや
多となりました。５月30日に注意報を発出し、注意喚起を
行いました。被害の発生量は平年並でした。
� （病害虫防除所　平松　麻美）

令和６年度主要農作物病害虫の発生概況
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１　はじめに
　令和６年産水稲は、北陸農政局発表の作況指数は県平均
で「98」の「やや不良」となり、コシヒカリの１等米比率
は過去最低だった令和５年産から大幅に回復し、72.2％
（新潟県農産物検査協会２月末現在）となりました。ＮＯ
ＳＡＩ新潟では、無人航空機等による共同防除活動を通じ
て、新潟米の品質向上に協力してきました。
　本年度の水稲共同防除は、天候に恵まれ、概ね順調に実
施されました。主な病害虫の発生状況は、いもち病につい
ては、感染好適条件が断続的で広域的な出現は少なかった
ことにより、発生量は葉いもちで平年比「やや少」、穂い
もちで「少ない」となりました。また、紋枯病は平年比
「並」、カメムシ類の発生量は高温傾向が増殖・加害活動
を助長し、平年比「やや多」となりました。
　病害虫の発生は、いずれの地域でも大きな被害につなが
っていないことから、共同防除の一斉防除効果を十分に発
揮することができたと考えており、関係者のご尽力に感謝
いたします。

２　水稲病害虫防除事業の概要
［実施概要］
　ＮＯＳＡＩと防除協議会等が実施主体として行った水稲
共同防除の延防除面積は58,884㌶で、昨年度に比べ3,042㌶
減少しました。減少理由として、マルチローターによる個
人防除が増加したことが主な要因として考えられます。
　共同防除の延面積における方式別割合は、無人ヘリコプ
ターによる請負防除が88.7％、マルチローターによる請負
防除が10.0％、スプレー等による請負防除が1.3％となり、
令和６年産水稲統計作付面積に占める共同防除実施割合は、
46.3％となりました。（図1-1、図1-2）
［無人航空機防除の稼働実績及び安全対策］
　無人ヘリコプター請負防除による延防除面積は52,225㌶
で、昨年度に比べ4,891㌶減少しましたが、マルチロータ
ー請負防除による延防除面積は5,877㌶と、昨年度に比べ
1,878㌶増加しました。
　防除は７月中旬から始まり、８月上旬にピークを迎え、

無人ヘリコプターの１日の最高稼働機体数は155機となり
ました。限られた期間に集中的に稼働するため、スケジュ
ールが過密にならざるを得ない状況となっています。
　また、本年度は、接触等の事故が３件発生しました。引
き続き、円滑な事業実施のため、事故防止・安全対策を最
重要課題とし、無人航空機防除に取り組む必要があります。
［防除対象別面積の割合］
　防除対象別の延防除面積の割合は、いもち病・紋枯病・
害虫の同時防除が42.3％（昨年度40.8％）、害虫の単独防除
が35.8％(同36.1％)、紋枯病・害虫の同時防除が13.1％（同
13.3％)の順になっています。また、防除対象に害虫を含む
防除面積の割合は99.6％、いもち病を含む割合は51.1％、
紋枯病を含む割合は55.5％となっています。（図2）

令和６年度　水稲病害虫防除事業及び病害虫地域予察調査事業の概要について

３�　水稲病害虫地域予察調査事業（病害虫発生予察調査）
の概要
［実施概要］
　県全体の調査員数は1,035人（昨年度1,054人）となり、
１市町村（地区）当たりの平均調査員数は17.3人(同17.6人)
でした。そのうち農家調査員は16人減少して306人でした。
農家調査員の参画は、農家からの情報収集、病害虫発生予
察調査の宣伝効果、農家との接点強化などの意義があり調
査員数の確保のみにとどまりませんので、今後も参画への
積極的な働きかけを行っていきます。
　県全体での延調査地点は10,322地点（同10,817地点）で、
57㌶に１地点の割合で調査地点が設置されました。１市町
村（地区）当たりの平均調査回数は5.6回となりました。(
表1)
　各市町村（地区）では、予察調査結果を分析し、病害虫
の発生状況や防除要否、防除時期等の判定を行いました。
また、情報提供の手段は、チラシを中心に全農家に配布し
ている地区が多く、他に、ホームページ、メール、掲示板
等を活用し、調査結果等を掲示する取り組みを実施してい
ます。

４　おわりに
　需要に対応した米の生産に向けて、栽培品種の多様化や
環境保全型農業の推進に伴う減減栽培等の面積拡大などが
進む一方、温暖化による異常気象や気候変動に伴う病害虫
の生息域の変化など、病害虫防除を取り巻く環境は変化し
ています。今後も関係機関・団体等と連携し、地域住民の
理解と協力のもと、地域の実情に合った防除が実施できる
よう尽力いたします。
� （NOSAI新潟　本所　伊藤　創）表１　令和６年度水稲病害虫地域予察調査事業実績表

項目
病害虫地域予察調査員の設置状況（実） 調　　査　　概　　要 １地点

当たり
面　積市町村 ＪＡ NOSAI 農業者 普及指導

センター 防除所 その他 計 平均回数 平均地点数 延地点数 延調査員数 左の内
農業者

人 人 人 人 人 人 人 人 回 点 点 人 人 ha
県 計 128 277 198 306 75 0 51 1,035 5.6 30.3 10,322 4,556 1,207 57
１市町村平均 2.1 4.6 3.3 5.1 1.3 0 0.9 17.3 － － 172 75.9 20.1 －
前年実績 132 285 196 322 74 2 43 1,054 5.6 31.8 10,817 4,869 1,363 54
前年実績対比 △ 4 △ 8 2 △ 16 1 △ 2 8 △ 19 △ 1.5 △ 495 △ 313 △ 156 3
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阿賀町の防除面積推移 ドローンの説明を受けている受講生

編　集　後　記
〇�　この冬は県内でも「顕著な大雪に関する気象情報」
が相次いで発表されるなど、山沿いを中心に大雪と
なりました。短時間で何十ｃｍも積もる雪の降り方
は、交通障害、ライフラインの断絶、建物の倒壊な
ど日常生活を大きく脅かすことを改めて感じました。
思えば昨年は、山沿いで雪解け水が不足し、春の農
作業が懸念されましたが、今年はつらい冬を過ごし
た分、春の水不足はないものと信じています。一方、
この夏も、また「猛暑の恐れ」という予報が出ており、
作物管理だけでなく、熱中症など人間の暑さ対策も
必要になりそうです。予報が少し外れることを願い
つつ備えは万全にしておけということでしょうか。
もう「ちょうどいい」という季節感のほうが珍しく
なったのかもしれません。
〇�　新潟県病害虫防除指針の令和7年度版が発行されま
した。薬剤の追加、削除のほか新潟県総合防除計画
などが記載しています。1冊1,240円（税込み）で販
売していますので、是非ご活用ください。
� （事務局）

阿賀町病害虫防除協議会の水稲共同防除体制について
１　はじめに　
　阿賀町病害虫防除協議会（以下、協議会）では、令和６
年度は阿賀町の水稲作付面積全体の約７割に当たる実
453haから防除の申込みをいただき、延べ507haで共同防
除を実施しました。
　阿賀町の約９割を山林が占めており、このため林が隣接
していたり、木や枝が被さっていることで無人ヘリコプタ
ーでは散布ができない圃場が多くあるのに加え、中山間地
特有の狭小・不整形な圃場も多く、無人ヘリコプターでの
効率的な散布作業が難しい地域となっております。
　防除活動については、無人ヘリコプターでの薬剤散布を
中心とした共同防除体制で、以前は散布業者による委託防
除でしたが、平成24年よりＮＯＳＡＩ所有機による共同防
除を実施しています。
　ＮＯＳＡＩ所有機による共同防除体制の移行により、早
生防除と中生防除の２回防除が実現し、農家には大変喜ば
れています。
　現在、防除作業は地元農家の協力のもと準備作業や作業
員の確保等も含めスムーズに進めることができていますが、
毎年同じ作業員に出動していただいており高齢化が進んで
いるため、作業員の世代交代が問題となっています。

２　令和６年度の実績
　令和６年度も例年同様に早生防除と中生防除の２回防除
を実施しました。
　防除計画については協議会で策定しておりますが、防除
作業については新潟地域の無人ヘリオペレーターに委託し
ているため、安全防除のため事前に危険箇所や散布区域を
確認してもらい、事務局や農家作業員と飛行ルートなどの
安全確認をしながら共同防除を行いました。
　おかげをもちまして無事故で共同防除を終えることが出
来ました。
　協議会では、以前より、作業効率の悪い無人ヘリコプタ
ーでは散布できない圃場をどうにか防除出来ないか、これ
からの作業員の確保の問題をどうするかと悩んできました。
　そこで目を付けたのが産業用マルチローター（以下、ド
ローン）の導入でした。

３　ドローン導入
　令和７年１月にドローンを２台購入し、オペレーターも
地元の農家４名よりドローン操縦免許を取得していただく
ことが決まり、３月に免許取得のための講習会を５日間実
施しました。
　令和７年度からは、阿賀町全域で地元農家によるドロー
ンでの農薬散布を予定しています。また、散布業者である
株式会社オプティムによるドローンでの農薬散布も同時に
実施する予定です。
　これにより、無人ヘリコプターによる共同防除からドロ
ーンによる共同防除体制が確立されたことで、散布作業の
難しい圃場についても防除が実施できるようになったこと

に加え、散布業者への作業委託により、地元農家の作業員
としての出動や車両借上が大きく減少し、作業負担と経費
が軽減されることになります。
　また、従来新潟地域の無人ヘリオペレーターに防除作業
を委託していたため、新潟地域の防除作業終了後に阿賀町
の防除が実施されておりました。しかし、先述の体制が整
うことにより、新潟地域の防除日程に左右されずに実施で
きるようになるため、防除時期を水稲の生育に合わせて実
施することが容易になり、より正確な適期防除が可能とな
ります。

４　これから
　導入したばかりのドローンで阿賀町全域の共同防除を請
け負い、安全で安心な実施ができるのか不安が残るのも事
実です。しかし、ドローンの導入やオペレーターの養成は、
作業の効率化だけではなく、地域農業の活性化にも繋がる
と考えているため、ドローンのオペレーターと協議会、関
係機関が協力してドローンによる共同防除体制を作り上げ
ていきます。
　今後は、ドローンの機体とオペレーターの人数を増やす
ことやドローンを所有している農家との協力体制も構築し、
適期の効果的な共同防除の実施を目指します。
� （ＮＯＳＡＩ新潟　新潟支所　石田　真之介）


